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１．はじめに
　令和４年５月２日、植物防疫法の一部を改正す

る法律が公布されました。植物防疫制度の大きな

見直しという意味では、平成８年の改正以来、26

年ぶりとなります。ここでは、改正の背景と改正

法の主な内容を紹介します。

２．改正の背景
　植物防疫法の制定（昭和25（1950）年）以降、

植物防疫制度は時代ごとの状況の変化に応じて改

正を繰り返してきましたが、特に近年、その状況

には大きな変化が見られます。

（１）病害虫の侵入・まん延リスクの高まり
　病害虫は世界で10万種以上あると言われていま

すが、気候変動、人やモノの国境を越えた移動の

増加を背景として、世界各地で発生地域や被害の

拡大が報告されています。また、訪日外国人が増

加傾向にある中、日本への入国者・帰国者が携帯

品として持ち込む果物などの輸入禁止品が増加傾

向にあります（図１）。国内に存在する病害虫につ

いても同様に、気候変動を背景として、発生地域

の拡大、発生量の増加、発生時期の早期化や終息

時期の遅延が生じている事例が報告されています。

　更に、近年、中古の農機具など、植物以外の物

品を介した病害虫の侵入・まん延リスクが国際的

に指摘されています。

 

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

140

120

100

80

60

40

20

0

（千件） （千人）

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
（令和元年）

禁止品件数 訪日外国人数

図１　輸入禁止品件数及び訪日外国人数の推移

（２）従来の防除体系では防除が困難な病害虫の増加
　近年、農業生産においては省力化や軽労化の流

れの中で、速効性のある化学農薬に依存した防除

体系となり、りんご黒星病（Venturia inaequalis）な

ど病害虫の薬剤抵抗性が発達し防除が困難となっ

ている事例が報告されています。また、気候変動

などの影響により、スクミリンゴガイ（Pomacea 

canaliculata）など病害虫の発生地域や発生量が変

化することで、発生状況に応じた適時防除や病害

虫が発生しにくい条件整備を組み合わせないと、

防除が困難となっている事例が見られます。

（３）農林水産物・食品の輸出の促進
　農林水産物・食品の輸出額は、令和３年には

１兆円を突破し、着実に伸びています。令和２年

に策定された食料・農業・農村基本計画では、令

和12年までに農林水産物・食品の輸出額を５兆円

とする目標が設定され、輸出の促進に向けた環境

整備が進められています。これに伴い、植物防疫

植物防疫法の改正について植物防疫法の改正について
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官が行う輸出検査や栽培地検査の件数が年々増加

しています。

３．改正植物防疫法の概要
（１）輸入検疫の対象・権限の強化
　植物防疫官の検査権限を強化し、旅客の携帯品

に対し、旅客からの申し出がない場合であっても、

必要に応じて質問や検査を行うことができること

としています。また、輸入検疫の対象となる検疫

有害動植物の定義を国際基準と整合するように見

直すとともに、農機具などの物品について、輸入

検疫の対象とすることができることとしています。

（２）病害虫が侵入した際の早期発見・迅速な防除
　侵入調査事業を創設し、国の制度設計の下、全

国斉一的に侵入病害虫に対する調査を実施するこ

とができることとしています。また、これを補完

すべく、農業者などが病害虫の国内への侵入を認

めた場合の通報義務を規定しています。

　緊急防除の対象となる病害虫について、防除内

容などの基準をあらかじめ作成した場合には、緊

急防除を行う際の事前周知期間を30日間から10日

間まで短縮できることとしています（図２）。また、

事前周知を実施するいとまがない場合に実施する

ことができる緊急措置命令の内容に、栽培規制、

移動規制及び物品、倉庫の消毒などの措置を追加

することとしています。

図２　緊急防除迅速化のイメージ

（３）総合防除の仕組みの創設
　指定有害動植物に関し、発生の予防を含めた防

除を推進するための総合防除基本指針を国が定め、

総合防除計画を都道府県が定める制度を創設して

います。また、都道府県知事は、農業者が遵守す

べき事項を定めることができることとし、この遵

守事項に即して必要な助言、指導を行うとともに、

それに即した防除が行われず、農作物に重大な損

害を与えるおそれがあると認めるときには勧告、

命令を行うことができることとしています。

（４）輸出検疫体制の整備
　農林水産大臣の登録を受けた者（登録検査機関）

が、植物防疫官に代わりPCRなどの精密検査や栽

培地検査など、輸出検査の一部を実施することが

できることとしています（図３）。

 

図３　改正法における輸出検査のイメージ

（５）その他
　このほか、公聴会制度や違反に対する罰則の強

化などを見直しています。

４．おわりに
　改正植物防疫法は、令和５年４月１日を施行日

としています。円滑な施行に向け、検疫体制の整

備を進めるとともに、農業関係者への周知などを

進めてまいります。

現行
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侵入病害虫の確認
（初動防除・初動調査）

告示
（対象地域・実施期間
緊急防除の内容

リスク評価

緊急防除実施の決定

緊急防除の開始

改正後⎧
⎩

⎫
⎭

10日間

侵入病害虫の確認
（初動防除・初動調査）

告示
（対象地域・実施期間）

緊急防除実施の決定

緊急防除の開始

事前に病害虫の
緊急防除基準を作成・告示
（緊急防除の内容を記載）

【輸入国が要求する検査の実施】
 ・栽培地検査
 ・PCR 等の精密検査
 ・消毒実施の確認
 ・目視検査　　　　　　等

かきの栽培地検査 病原菌に対する
精密検査

植物防疫官による
植物検疫証明書の発給

改正後

検査の一部について、
登録検査機関が実施
することも可能
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1．はじめに
　ミカンコミバエ種群（Bactrocera dorsalis species 

complex）（以下「ミカンコミバエ」という。）は、

体長わずか７mm程度の小型のハエの一種ですが、

被害を受ける植物は果樹のカンキツ類から野菜の

トマトまで多岐にわたります。また、その繁殖力

は高く、被害が深刻な場合は収穫が激減するなど

危険性が高いことから、日本への侵入を警戒して

います。

　ミカンコミバエは、フィリピンや台湾などのア

ジア地域のほか、アフリカ、ハワイ諸島などに分

布しており、ミカ

ンコミバエが寄生

した輸入禁止植物

の持込みや、台風

や季節風などの影

響により日本へ侵

入する可能性があ

ると考えられてい

ます。

　このため、植物防疫所及び都道府県では、ミカ

ンコミバエの侵入警戒のため、ミカンコミバエの

雄を引き寄せる効果のある誘引剤を用いたトラッ

プ調査を定期的に実施しています。

２．誘殺状況
　九州は地理的に中国や東南アジア諸国などのミ

カンコミバエ発生地域の近くに位置するために、

梅雨前線や台風などの風により、ミカンコミバエ

が飛来しやすい環境にあります。

　九州におけるミカンコミバエの誘殺は、平成27

〜28年の緊急防除以降も断続的に続いています。

令和３年度は鹿児島県の与論島から長崎県の対馬

までの５県で広範囲に誘殺がありましたが、令和

４年度は、令和５年１月末時点で、鹿児島県大島

郡瀬戸内町（加
か

計
け

呂
ろ

麻
ま

島）で２頭、大島郡天城町（徳

之島）及び大島郡宇検村（奄美大島）で各１頭、

熊毛郡屋久島町（屋久島）で７頭、薩
さつ

摩
ま

川
せん

内
だい

市

（甑
こしき

島）で23頭の計34頭となっています。

　なお、最新の誘殺状況については、植物防疫所

ホームページにおいて確認できます。

https://www.maff.go.jp/pps/j/

introduction/domestic/dsinnyuu/

hakkenjokyo.html

３．誘殺確認に伴う対応
　ミカンコミバエの誘殺が確認されると植物防疫

所では、初動対応として誘殺地点周辺における発

生状況調査や初動防除を実施します。令和４年度

に誘殺数が多かった鹿児島県薩摩川内市の甑島で

の事例をもとに、実際の対応をお伝えします。

（１）現地対策会議

　９月26日、鹿児島県から甑島に設置したトラッ

プ２基に２頭の雄成虫が誘殺されたとの第１報が

入ったことから、植物防疫所では９月27日に現地

対策会議を開催し、関係機関と誘殺情報や対応方

針などを協議しました。

（２）トラップによるモニタリングの強化

　９月28日、誘殺地点周辺におけるミカンコミバ

エの発生の有無を確認するため、トラップ20基を

増設しました。その後の誘殺により更に増設し、

11月時点では合計46基のトラップを設置しまし

た。

　なお、トラップは、誘殺地点から半径５km円内

の範囲のうち、設置位置に偏りが出ないよう、市

町村などの管理する施設や道路の脇などに設置し

ました。

九州におけるミカンコミバエ種群の

誘殺状況とその対応

九州におけるミカンコミバエ種群の

誘殺状況とその対応

ミカンコミバエ種群
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（３）寄主果実調査の実施

　モニタリングの強化と並行して、ミカンコミバ

エが産卵・増殖していないかを確認するために、

寄生する可能性のある植物（以下「寄主植物」と

いう。）の果実を採取し、一定期間保管した後に切

開し、幼虫の有無を調査しました。なお、採取す

る果実は、成熟・腐敗・落下果実などで、未熟果

は含めません。

　９月28日、民家の庭木や菜園などから採取の許

可を得た寄主植物の果実や野生の果実を採取し、

25℃程度で保管した後に切開したところ、９月30

日と10月３日にミカンコミバエの幼虫が発見され

ました。

（４）誘殺板による防除

　９月27日、ミカンコミバエの防除のため誘殺板

（ミカンコミバエの誘引剤と殺虫剤をしみこませた

板）を1,000枚設置しました。雄が殺虫されると雌

は交尾の機会を失うため、次世代の発生を防ぐこ

とができます。

　誘殺板は、設置の許可を得た民家や街路樹のほ

か、山林などにも設置するため、時には藪をかき

わけ、坂道をのぼり、１日に一万歩以上歩くこと

もあります。この

作業には、多大な

労力と人員が必

要となるため、関

係機関のほか、地

域の皆様のご協

力を得て実施し

ました。

　11月 時 点 で は

合計9,500枚近く

の誘殺板を設置

しました。

　その後、甑島では、ミカンコミバエの誘殺が相

次ぎ、幼虫が寄生した果実（以下「寄生果実」と

いう。）も発見されたことから、より防除を強化す

るため、11月15日から20日にかけて、ヘリコプター

を用い、より広範囲に多くの誘殺板を投下しまし

た。

　投下範囲は人が立ち入れない山林が中心となり

ますが、地図上では分からない施設や貯水池への

投下を避けるため、綿密な計画が立てられました。

　実施に当たっては、住民の方々へ説明会を開き、

十分なご理解を得た上で、合計16,000枚の誘殺板

を投下しました。

（５）寄主植物の果実除去

　寄生果実が発見された場合、周辺の寄主植物の

果実にも既にミカンコミバエが産卵している可能

性があるため、果実の除去を行います。

　10月から、許可を得た民家の庭木のミカンや野

生のカキなどを

回収するととも

に、住民の方々

にも不要な果実

や落下果実の除

去・処分をお願

いしました。作

業量は膨大でし

たが、関係機関

が協力し実施し

ました。

４．おわりに
　ミカンコミバエは九州だけでなく、どの地域で

も誘殺される可能性があります。

　また、誘殺があった際は、このような対応を迅

速に行う必要があり、人員確保も重要となります。

　このため、トラップ周辺の地理・栽培状況など

の情報収集や、関係機関との情報共有など、誘殺

に備えて平時から準備が必要となります。

　引き続き、関係機関や地域の皆様のご協力をよ

ろしくお願いします。

誘殺板

除去した果実の廃棄の様子
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　輸入植物の種類や輸出国の多様化、国際物流の

迅速化に伴い、日本未発生の新たな病害虫が侵入

するリスクが増大しています。また、これらの病

害虫の侵入を防止するための植物検疫措置は、国

際ルール（WTO/SPS協定及び国際植物防疫条約

（IPPC））において科学的な根拠に基づく病害虫リ

スクアナリシス（Pest Risk Analysis、以下「PRA」

という。）の結果に従い制定することとされていま

す。

　リスク分析部はこのような国際ルールに対応す

るため、横浜植物防疫所に設置され、「情報分析担

当」、「リスク評価担当」及び「リスク管理措置担当」

の３担当で構成されています（図）。「情報分析担当」

は諸外国の植物防疫機関や試験研究機関などが

日々公表する情報の収集・分析、植物防疫所内で

使用する情報システムの管理・運営を行っていま

す。また、「リスク評価担当」は病害虫の生物学的

な情報などに基づくリスク評価を、「リスク管理措

置担当」はリスク評価結果に基づき、侵入リスク

の低減に向けた植物検疫措置の検討を行っていま

す。

　では、リスク分析部で実施しているPRAの流れ

についてご紹介します。

　まず情報分析担当が行う諸外国から公表される

情報の分析結果などを基にPRAの対象とする病害

虫を選定します。次に、リスク評価担当が対象病

害虫の分布や生態、農作物などに与える被害や防

除方法などの情報を、学術雑誌や専門書、病害虫

に特化したデータベースなどから収集して生物学

的情報として取りまとめます。この生物学的情報

に基づき日本における定着・まん延の可能性、農

業生産への影響の大きさ、入り込みの可能性など

を点数化して、病害虫のリスクを評価し、植物検

疫の対象とすべき病害虫であるか否かを決定しま

す。

　更に、リスク管理措置担当が、リスク評価結果

に基づき、その病害虫が日本に侵入する可能性が

ある経路（種子、生果実、生植物など）に対し、

有効性や実行可能性という観点から適切な植物検

疫措置を特定します。植物検疫措置の選択肢には

寄主植物の輸入禁止のほか、栽培地検査や精密検

定、消毒処理など輸出国で行われる検疫措置、輸

入後に日本で行う隔離検疫などの検疫措置があり

ます。

　PRAの全過程とその結果はPRA報告書として文

書化し、植物防疫法施行規則改正の根拠として農

林水産省ホームページで公表しています。また、

このPRAの結果は植物検疫措置の制定や見直しな

どに反映されています。

　植物防疫法改正に伴い、令和４年度は中古農機

具のPRAを実施するとともに、草（雑草）のPRA

手順についても検討を進めています。収集・分析

すべき情報が多様化・複雑化していくなか、どの

ようにして情報を効率的に収集し、迅速かつ的確

に分析できるかが求められています。そのため、 

PRAの業務には、農業や病害虫の専門的知識はも

ちろん、語学力や情報処理技術など多岐にわたる

能力が必要です。

リスク分析部の業務 

～部内３担当の役割と病害虫リスクアナリシス～

リスク分析部の業務 

～部内３担当の役割と病害虫リスクアナリシス～

リ ス ク 分 析 部

情 報 分 析 担 当 リ ス ク 評 価 担 当

・情報の収集、分析 ・病害虫のリスク評価 ・植物検疫措置の検討
・情報システムの管理、運営

リスク管理措置担当

図　リスク分析部の構成
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　植物防疫所では、令和３年４月から令和４年10

月まで、「ぴーきゅんチャンネル」として農林水産

省公式YouTubeチャンネルBUZZMAFFに参加し

てきました。

　「ぴーきゅんチャンネル」は、植物検疫制度や植

物防疫所の仕事を紹介する内容を中心に、コラボ

動画を含めた41本の動画を配信し、令和５年２月

時点で合計143万回視聴されています。動画の中で

も成田空港での夜勤の様子を紹介した「【防疫官

Vlog】空港勤務の夜勤ルーティン」は令和５年２

月現在、57万回視聴され大きな反響を呼びました。

　「ぴーきゅんチャンネル」は横浜植物防疫所成田

支所の職員が自らの意思で立ち上げたもので、そ

の経緯などは植物防疫情報第42号でも紹介しまし

たが、延べ10名の職員が動画作成・配信活動に関

わりました。これらの取組は公式キャラクター

「ぴーきゅん」の知名度を向上させるとともに、コ

ロナ禍により広報イベントなどの開催が難しい中

で、動画の配信によりこれまで植物検疫を知らな

かった方々にも植物検疫制度への理解を広めるな

ど、広報活動に多大な貢献を果たしました。

　「ぴーきゅんチャンネル」の動画は現在もイン

ターネットで公開されていますので、ぜひご覧く

ださい。植物防疫所では、今後も「ぴーきゅん」

とともにさまざまなツールを使った広報活動を

行っていきます。

ぴーきゅんチャンネル

https://www.youtube.com/play

list?list=PLVc03uX0IwZsWtS3T

38jTqm8m4tGJPToB

ぴーきゅんチャンネルメンバー（現成田支所）

　三重県は、平成22年から毎年、タイ王国向けに

ウンシュウミカンなどのカンキツ類を輸出してき

ました。その間、日タイ間の合意に基づき、タイ

検査官による生産園地などの査察に加え、輸出の

都度タイ検査官が訪日し、日本の植物防疫官と合

同で輸出検査を行っていました。

　令和２年、日タイ間の協議の結果、三重県産の

カンキツ類については、年１回のタイ検査官によ

る査察を受けることにより、日本の植物防疫官に

よる輸出検査のみで輸出が可能となりました。

　しかし、令和２年及び３年は、コロナ禍でタイ

検査官が来日できなかったため、コロナ禍におけ

る特別措置として、査察の代わりに日本の植物防

疫官が行う生産園地検査などのビデオ映像をタイ

側が確認することで輸出が認められました。

　令和４年９月下旬、入国規制が緩和されたため、

タイ検査官が来日し、三重県の生産園地及び選果

こ ん 包 施 設 の 確 認 や ミ カ ン バ エ（Bactrocera 
tsuneonis）を対象としたモニタリング調査の実施状

況の確認による査察が行われました。

　査察の結果、特に問題は無く、三重県内の指定

生産地域からの輸出が認められました。この結果

を受け、11月中旬に日本の植物防疫官によるウン

シュウミカン約６tの輸出検査が行われ、全量合格

となり輸出されました。また、令和５年２月には

晩柑類（不知火及びせとか）が輸出されました。

　査察制に移行したことで、輸出の度にタイ検査

官の招へいを行う必要が無くなったため、現地需

要に即した柔軟な輸出が可能となりました。

　植物防疫所としても産地からの要望に応え、今

後も的確に輸出検査に対応してまいります。

タイ検査官（右）による生産園地確認

BUZZMAFF 「ぴーきゅんチャンネル」 の活動終了に際して

～活動内容の振り返り～

BUZZMAFF 「ぴーきゅんチャンネル」 の活動終了に際して

～活動内容の振り返り～

タイ王国向けカンキツの査察制による

輸出について

タイ王国向けカンキツの査察制による

輸出について

タイ王国向けカンキツの査察制によるタイ王国向けカンキツの査察制によるタイ王国向けカンキツの査察制によるタイ王国向けカンキツの査察制によるタイ王国向けカンキツの査察制によるタイ王国向けカンキツの査察制によるタイ王国向けカンキツの査察制によるタイ王国向けカンキツの査察制による
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　日本の盆栽は、「BONSAI」として世界で広く認

知され、ヨーロッパでは、イギリス、イタリア、

オランダ、スペイン、ドイツなどへ輸出されており、

人気が高まっています。

　その背景には、日本文化への興味が高まってい

ることに加え、手間をかけて樹形を仕立てていき、

限られた空間に自然の風景を表現する盆栽の芸術

的価値への高い評価があると言われています。

　一方、EUは海外で特に評価の高いクロマツ盆 

栽 に つ い て、 植 物 検 疫 規 則（Commission 

Implementing Regulation (EU）2019/2072）で

日本からの輸入を禁止していましたが、令和２年

８月、これまで輸出が認められていたゴヨウマツ

盆栽と同様、日本の植物防疫官による栽培地での

２年間の検査などを条件に輸入を解禁しました。

　今年２年目の栽培地検査に合格したクロマツ盆

栽がEUへ輸出されることになり、植物の生育が旺

盛でなく、輸送に適した冬期に輸出されています。

　香川県は、国内におけるマツ類盆栽の一大産地

であり、全国生産量の約８割を占めています。県

内の主な産地である、高松市の鬼無地区と国分寺

地区の盆栽生産者が中心となり、海外の愛好家ら

と交流を行っています。このような中、令和４年

９月、高松市において香川県と一般財団法人かが

わ県産品振興機構は、ジェトロ香川の協力を得て、

クロマツ盆栽などの輸出促進を図るためにEUのバ

イヤーを招いた商談会を開催するなど、官民挙げ

て盆栽の輸出拡大に向け積極的に取り組んでいます。

　こうした取組が実を結び、産地ではEU向け輸出

へ新たに参入する生産者が現れるなど、大幅な輸

出増加が見込まれています。

EU向けクロマツ盆栽の栽培地検査

　博多港には韓国釜山港との間に船舶の国際旅客

定期航路があり、福岡と釜山の直線距離約200km

を３〜４時間で結ぶ高速船と旅客と貨物を同時に

運搬する貨客船が運航しています。

　平成３年に運航が開始された高速船「ビートル

２世」は、気軽に海外旅行が楽しめることや、日

本での韓流ブーム、韓国での日本旅行ブームなど

の後押しを受けて人気となり、運行本数や隻数を

増やしながら（最大で４隻体制）、多くの訪日・訪

韓旅行者が利用する航路になりました。

　また、貨客船には、韓国料理店などで提供され

る野菜や果物などを携行輸入する乗客も多くいて、

植物検疫を受検する方々が絶えませんでした。

　令和２年３月以降、新型コロナウイルス感染症

の拡大により、この航路は運休していましたが、

水際対策が緩和されたこと及び博多港の受入れ体

制が整ったことから、令和４年11月４日、高速船

の運航が再開されました。運航再開時には、それ

までの高速船にかわり、令和２年に完成していた

「クイーンビートル」の国際運航が開始されました。

　門司植物防疫所では、博多港での旅客船対応は

約２年８か月ぶりとなること、クイーンビートル

の乗客数は、これまでの高速船の約2.5倍となり、

対応に時間と工夫が必要になることから、運用管

理会社、検疫所及び税関など関係機関と共同で博

多港国際ターミナルを使った旅客対応のシミュ

レーションを行いました。

　また、博多港から出発する乗客の方々に対して、

植物を持ち帰る際の注意点を記載したチラシを準

備しました。

　更に、貨客船も12月24日に運航を再開したこと

から、博多の町がコロナ禍前のにぎわいを取り戻

し、ますます活気づくことを期待します。

高速船（クイーンビートル）

EU 向けクロマツ盆栽の輸出本格始動EU向けクロマツ盆栽の輸出本格始動

国際定期旅客船 （福岡～釜山航路） の運航再開国際定期旅客船 （福岡～釜山航路） の運航再開
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注目情報 植物防疫所のホームページ （https://www.maff.go.jp/pps/） では、
法令改正や輸出入植物検疫に関する最新情報を提供しています。 令和5年3月１日現在

　那覇植物防疫事務所では例年、JICA（（独）国際

協力機構）の課題別研修を実施しており、開発途

上国の植物検疫技術者を研修員として受け入れて

います。研修員は約４か月間の研修を通して、自

国で生産された農産物を他国へ輸出するために、

ミバエ類の検疫処理技術を習得します。

　この研修は昭和63（1988）年に開始され、令和

４年までに43か国から173名の研修員を受け入れ

ています。しかし、令和２年は新型コロナウイル

ス感染症のまん延により研修員が来日できず、研

修開始以来初めて中止になりました。令和３年も

同感染症の収束の兆しが見えない状況が続きまし

たが、国際協力としての本研修を継続できるよう

に、JICAのオンライン学習システム（JICA-VAN）

を利用し、那覇植物防疫事務所職員が行う実習の

デモンストレーションを撮影した動画教材による

遠隔研修によって実施されました。

　令和４年は入国制限が緩和されたことから、３

年ぶりに来日研修を実施し、エジプト、タイ、パ

ラオ、フィリピン、ベトナムの研修員が８月16日

から11月29日まで、マンゴウなどに寄生したミバ

エ類の卵・幼虫を用いて、蒸熱処理や低温処理な

どによる殺虫方法を学びました。

　今後も農林水産省が行う国際協力の一環として

研修参加国の検疫処理技術の向上を目標に研修を

継続していく予定です。

J ICAミバエ研修の研修生

JICA 課題別研修 「農産物を輸出するための実践的植物検疫技術

（ミバエ類温度処理殺虫技術）」 コース、 ３年ぶりに来日研修を実施

JICA 課題別研修 「農産物を輸出するための実践的植物検疫技術

（ミバエ類温度処理殺虫技術）」 コース、 ３年ぶりに来日研修を実施

【法令改正関係情報】
●�アリモドキゾウムシの緊急防除に関する省令及び告示が令和5年2月17日に公布され、局長通知が令和5年2月17日
に施行されました。なお、緊急防除は令和5年3月19日から開始されます。（令和5年2月24日）
●「指定有害動植物の総合防除を推進するための基本的な指針」を公表しました（令和4年11月15日）

【輸入植物検疫関係情報】
●�チリ共和国Metropolitan州Santiago郡の一部地域においてチチュウカイミバエが発見されたため同郡、隣接する
Maipo郡及びTalagante郡内に検疫規制地域が設定されました（令和5年2月10日）
●検査証明書の添付厳格化に関する説明会の開催について（令和5年1月31日）
●「輸入中古農業機械に対する植物検疫措置の適用について」を掲載しました（令和5年1月16日）

【輸出植物検疫関係情報】
●「輸出検疫手続きの変更」について、重要なお知らせに掲載されました（令和5年2月22日）
●「各国の輸入規制等詳細情報」におけるトルコの情報を更新しました（令和5年2月20日）
●タイ向け生果実登録選果こん包施設一覧を更新しました（令和5年2月1日）
●台湾向けの苗木類、木材・製材の規制が強化されました（令和5年1月20日）
●令和4年度諸外国向け盆栽等の輸出検疫に係る説明会の開催について（令和5年1月10日）
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